
③学校支援地域本部について



学校支援地域本部

学校支援地域本部 学校

支援内容や方針等についての合意形成（関係者により構成される協議会など）

（地域）コーディネーター

地域住民等

学校支援ボランティア

地域住民や児童生徒の保護者，学生，
社会教育団体，NPO，企業など地域全体で活動に参画・協力

教員

学校支援活動
【活動の例】
○学習支援（授業補助，教員補助等）
○部活動支援（部活動の指導補助）
○環境整備
（図書室や校庭などの校内環境整備）
○子供の安全確保
（登下校時の通学路における見守り等）
○学校行事支援
（会場設営や運営等の補助）

学校教育活動

支援・協力依頼

（活動の企画，学校・地域との連絡・調整）

参 画

地域で学校を支援する仕組みづくりを促進し，子供たちの学びを支援するだけでなく，地域住民の生涯
学習・自己実現に資するとともに，活動を通じて地域のつながり・絆を強化し，地域の教育力を向上

地域住民等の参画により，学校の教育活動を支援する仕組み（本部）をつくり様々な学校支援活動を実施

平成２５年度実施箇所数：３，５２７本部（全公立小・中学校区の約２８％）

教頭・主幹教諭等、
学校側の窓口



平成21年度
2,405本部

平成22年度
2,540本部

平成23年度
2,659本部

平成24年度
3,036本部

平成25年度※

3,527本部

小学校：
5,347校

中学校：
2,369校

小学校

5,939校

中学校

2,715校

学校支援地域本部の設置状況の推移

公立小・中学校

あたりの実施率：

約25%

公立小・中学校

あたりの実施率：

約28%

※平成25年8月現在



•約8,300人
•1学校あたり平均人数： 1人
•1本部あたり平均人数： 2人

コーディ

ネーター

•約30,000人
•1学校あたり平均人数： 3人
•1本部あたり平均人数： 9人

教育活動

推進員

•約27,000人
•1学校あたり平均人数： 3人
•1本部あたり平均人数： 8人

教育活動

サポーター

•約115万人
•1学校あたりの平均人数： 133人
•1本部あたりの平均人数： 326人

その他無償

ボランティア

学校支援地域本部の実施状況
※平成25年度交付決定ベース

（H25.8）【学校支援地域本部に関わるボランティア状況】

【学校支援地域本部における活動の実施校割合】

○学習支援活動 ○学習支援以外の活動

N=8,654 （学校支援地域本部を実施している公立小中学校数）



設置なし

１～１９％

２０～３９％

４０～５９％

６０～７９％

８０％～

平成２５年度
『学校支援地域本部』の実施率
※政令市・中核市含む
※「学校・家庭・地域の連携による教育支援活動
促進事業」を活用。



☆小・中学校両方の構内にコーディネーターが
常駐できる拠点があり，在校日は職員室に明
示され，教職員から相談・依頼しやすい工夫

☆小・中学校両方に地域連携の担当の教職員を
配置し，コーディネーターとの連携を円滑化

☆小・中学校両方の構内にコーディネーターが
常駐できる拠点があり，在校日は職員室に明
示され，教職員から相談・依頼しやすい工夫

☆小・中学校両方に地域連携の担当の教職員を
配置し，コーディネーターとの連携を円滑化

○「子供」たちのために，できる人が，できるときに，できることを，楽
しく」をモットーに，地域だからできることを見つけて，学校の教育活
動を支援するために活動

○大学生ボランティア数も増え，放課後学習・行事，部活動等で活躍

つながる美加の台！！
～心豊かに たくましく きらり輝く 美加の台っ子～

～学校支援地域本部の取組事例～

○コーディネーターがボランティアと学校のニーズとを的確につないで学校支援
活動を実施

○ボランティアは「学習支援」「読みかせ」「部活動指導補助」「花壇の整備」「登下
校安全指導」等の項目から活動可能な項目を選択して登録

○ボランティアが集う研修・交流会を定期的に実施

取組の概要

取組の成果

大阪府河内長野市
（河内長野市立美加の台小・中学校）

特徴

ボランティア募集方法

ゆめ☆まなび
ネット

授業の補助
実験・実習の補助
読み聞かせ
放課後等の学習支援

体育大会の準備補助
文化行事の支援・

授業・実習

行 事

安 全
登下校の安全指導
校舎内の見回り

部 活
部活動の指導補助
クラブ活動補助

環境・整備
図書室ボランティア
校舎や備品の整備等
花壇の植込みと手入れ
植木の剪定や草刈

申
込
者

美加の台
小・中学校 ゆめ☆まなび

ネット本部

登録説明 コーディネート申込

ゆめ☆まなび
ネット本部

（学校の要請に応じて）

各学校へ派遣

≪取組イメージ≫

【放課後学習支援】

【ボランティア研修会・交流会の様子】



※ 現地の学校の復興計画には，必ず「地域との連携強化」が明記されている

避難所となった宮城県内の中学校では，学校支援地域本部を設置している２０校では自治組織が

順調に立ち上がり，未設置の２０校では「混乱が見られた」。

学校支援地域本部設置校では，地域の方から「避難所は私たちに任せて，先生は子供たちのことを

考えて」というような声があがり，自治組織が速やかに組織されるなど，緊急時の分担と協働作業が

スムーズに進んだ。一方，未設置校では，教員が子供の安否確認などに加えて避難所運営に追われた

り，避難所内でも物資配給などでトラブルが見られた。

学校支援地域本部等の震災時の様子
宮城県の小中学校長
40名アンケートより



④コミュニティ・スクールについて



１．制度の概要

保護者や地域住民が学校運営に参画する「学校運営協議会」制度により、地域の力を学校運営に生かす「地域とともにある学校づくり」
を推進する。（平成16年地教行法改正）
これにより、 子供が抱える課題を地域ぐるみで解決する仕組みづくりや質の高い学校教育の実現を図る。

◆地方教育行政の組織及び運営に関する法律 第四十七条の五
○ 校長の作成する学校運営の基本方針の承認
○ 学校運営について、教育委員会又は校長に意見
○ 教職員の任用に関して、教育委員会に意見（教育委員会はその意見を尊重）

２．コミュニティ・スクールの導入例

○ コミュニティ・スクールを基盤とする小中一貫教育

・中学校区を学園とし、学園にコミュニティ・スクール委員会を設置。
・小中一貫カリキュラムや相互乗り入れ授業に加え、コミュニティ・スクール委員会の協議とコーディネートによる地域ボランティアの学習支援。

○ 学校運営協議会委員による学校関係者評価
・学校運営協議会委員が学校関係者評価委員を兼任することにより、学校の実態を理解した上での十分な議論・評価の実施。

・中学校区学校関係者評価を導入し、中学校区において共通目標・課題の設定を行い、具現化に向けた取組を共有するとともに、相互に評価。
（中学校区学校関係者評価委員会委員は各中学校区の学校運営協議会員から選出）

○ 学校運営協議会を核とした様々な教育活動の展開
・学校評価、学校支援地域本部、PTA 、シニアスクールなどの取組の企画運営の核として学校運営協議会を位置づけることにより、学校・家庭・
地域の有機的な連携・協働体制を構築。

コミュニティ・スクールについて



コミュニティ・スクール：42都道府県 １,5７０校
（幼稚園６２，小学校１０２８，中学校４６３，高等学校９，特別支援学校８）

※沖縄県は地図を拡大

コミュニティ・スクール
指定校の割合(小中学校)

指定無し・・・
(全国平均)4.9%未満・・・

10%未満・・・
10%以上・・・
20%以上・・・
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校

コミュニティ・スクールの学校設置者数：

４道県１5３市区町村（村６，町４６，市９４，特別区７）

目標：５年間（H24-28年度）で、コミュニティ・

スクールの数を，全公立小中学校の１割

（約3,000校）に拡大

平成２５年度 コミュニティ・スクールの指定状況



◆小中９年間の子供の育ちを、地域ぐるみで支援し、学力向上に成果

○各小中学校の地域住民等が、小中一貫教育校（＝「学園」）の学校運営について一体となって協議・支援。
○平成20年度までに市内全22校を指定し、全中学校区で小中一貫コミュニティ・スクールを推進。

⇒学校運営協議会の実働組織（学習ボランティア等）の協力等により、教育支援が充実し、
学力向上に成果

コミュニティ・スクールの取組事例

東京都三鷹市



今後の地方教育行政の在り方について（審議経過報告）
平成２５年１０月１１日 中央教育審議会教育制度分科会

３．学校と教育行政、保護者・地域住民との関係の在り方について

●コミュニティ・スクールや学校支援地域本部等の活用を通じ、地域総がかりで学校教育の質を高める
こと が重要である。

（１）コミュニティ・スクールや学校支援地域本部の重要性

（２）地域とともにある学校づくりの推進方策

● 国は、コミュニティ・スクールや学校支援地域本部の未設置の地域に対する支援、マネジメント力向
上に向けた教職員研修等の在り方の検討及び地域人材の資質向上策などを推進する。
● 教育行政部局は、自主的・自律的な学校運営の促進や、マネジメント力を持った教職員の育成及び
配置などを行う。
● 学校は、地域と連携・協働するための体制整備や学校に関する情報の積極的発信などを行う。

○ 学校運営協議会と学校支援地域本部事業などの学校支援活動を連携させたり、また一体的に運用
したりする事例が増えている一方、両者の連携不足を指摘する意見もあった。

○ 学校・家庭・地域がそれぞれの役割を果たしつつ、より一体となって子供たちを育むため、国の関連
施策の一体化も含め、学校運営協議会を基盤とした三者の協働体制の在り方を検討すべきである。

（３）今後の展望

● 今後は、学校運営協議会を基盤とした、学校・家庭・地域の三者の協働体制の在り方を検討すべき
である。

コミュニティ・スクールと学校支援地域本部の協働について


